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政府は 26年度に開始するＣО２の排出量取引制度で、対象企業にＣО２排出 

削減目標の策定などを義務づける案を有識者会議に示したことが分かった。50 

年に温室効果ガス排出量を実質ゼロにするカーボンニュートラルの達成に向け、 

外部のチェック機能を高めるのが狙いで、目標を策定しない企業にはペナルテ 

ィーを科す厳しい姿勢で臨む。

 

 

国内のＣО２排出量が年間 10 万

トンを超える鉄鋼会社など 300～

400 社が排出量取引制度に参加する。

参加企業はＣО２削減目標を毎年策

定し、政府に提出するルールを設

ける。目標は政府が公表し投資家

らが外部から監視できるようにす

る。目標の策定を怠った企業には

罰則を科すことを検討しているが、

罰則の内容については今後、検討

する。また対象企業に 30年度を見

据えた排出削減目標を策定させ、

毎年度の提出を義務付けるほか、

ＣО２排出が 10 万トン未満の制度 

 

対象外の企業には、ＣО２排出を

抑えた原材料の調達目標の設定や

実績を開示しなければならない。

排出取引は、直近の３年平均で 10

万トン以上のＣＯ２排出を抑えた原

材料の調達目標の設定と実積開示

の自主的な対応が求められる。 
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